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国際貨物を扱う荷主や物流事業者にとっては，国外における自社貨物の動きを含め，貨物の流れをサプ

ライチェーン全体で把握するニーズも多い．このような状況のなか，日中韓の三ヵ国政府はコンテナ物流

情報を共有するための取組として，北東アジア物流情報サービスネットワーク（NEAL-NET）の構築に合

意した．本稿では，NEAL-NET 構築の合意に基づき，開発したシステムの方針・内容や接続試験の結果に

ついて整理したうえで，開発プロセスにおいて得られた知見に基づき，政府系港湾物流情報システムにお

いて国際連携を行う際の適用技術や展開のあり方について技術的観点からの示唆を整理するものである．  
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1. はじめに 

 

近年，経済のグローバル化やサプライチェーンの進展

に伴い，国際貨物を扱うわが国の荷主や物流事業者にと

って，日本国内だけでなく，相手国における貨物の動き

も含めて貨物の現況を把握するニーズが増加している．

しかしながら，物流情報の国際的な共有や，国を跨いだ

貨物の可視化は，世界的に見ても進んでいるとは言い難

い．そのような状況のなか，日本・中国・韓国の三ヵ国

は，2010 年に，各国の主要港湾におけるコンテナ物流

情報を共有する「北東アジア物流情報サービスネットワ

ーク（Northeast Asia Logistics Information Service Network: 

NEAL-NET）」を構築することに合意し，2014 年には，

三ヵ国相互間における港湾内の船舶動静情報・コンテナ

位置情報の提供が開始された．その後も，機能拡張など

が引き続き行われている．一連の取組みは，政府系港湾

物流情報システムの国際連携という意味で，世界的に見

ても先進的な内容となっている． 

本稿は，2010 年の合意に基づき実施された，システ

ム連携インターフェースや港湾物流情報の国際可視化シ

ステムの開発内容について，開発の方針や接続試験の結

果について整理したうえで，開発プロセスにおいて得ら

れた知見に基づき，政府系港湾物流情報システムにおい

て国際連携を行う際の適用技術や展開のあり方について

技術的観点からの示唆を整理するものである．  

なお，本稿の内容はあくまで筆者の見解を表すもので

あり，組織としての見解ではない． 

 

 

2. 港湾物流情報システムを巡る状況 

  

 製造業等における，原材料調達から部品製造・調達，

製品製造・組立，輸配送，販売までのサプライチェーン

上で，港湾およびその周辺での貨物の輸送・荷役・保管

などを担う港湾物流は，船社・船舶代理店・ターミナル

オペレーター・荷主・海貨事業者・陸運事業者・フォワ

ーダー・倉庫業者・通関業者・港湾管理者・税関など，

多岐にわたる主体で構成されている．このような主体は

円滑に業務を遂行するために，IT を活用した情報シス

テムを構築し，運用している．一方，主体間で相互に情

報を交換する場合，手続き情報については，「行政，商

業，輸送のための電子データ交換のための国連規則」
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（the United Nations rules for Electronic Data Interchange for Ad-

ministration, Commerce and Transport：UN/EDIFACT）1)が存

在し，一部の船会社やコンテナターミナルで利用されて

いるものの，その他関係者間での通信手段としては，電

話，FAXまたは e-mail等の手段が多く用いられている． 

他方，港湾物流の可視化を対象とした電子データ交換

については，Universal Business Language （UBL）を用いた

方法などが提案されているものの 2)，システムに実装さ

れ，かつ，国際間において実用ベースで利用されている

ものは，本稿で取り上げる NEAL-NET 以外はないもの

と思われる． 

 

 

3. システム間連携インターフェースの開発 

 

三ヵ国間での情報共有項目について，物流事業者など

のニーズおよび三ヵ国での議論に基づき，船舶動静（コ

ンテナ船の離着岸予定・実績時刻）・コンテナ位置情報

（コンテナの船積み・船卸し時刻，コンテナのゲートイ

ン・ゲートアウト時刻）とした．これらを共有するため，

筆者らを含む三カ国の政府関係技術者が議論を行い，以

下のとおりインターフェースの開発を行った． 

 

(1) データフォーマット 

 NEAL-NET では，国際標準のひとつである Electronic 

Product Code Information Service（EPCIS）標準の考え方を適

用した．EPCIS とは，サプライチェーンの可視化を行う

ため，商品がどこにあったか，もしくはどこにあるかの

情報を，コンピューターサーバに蓄え，共有するための

仕様であり， eXtensible Markup Language（XML）構文を

用いて表現する 3)．  

 

(2) データコード 

EPCIS 標準ではバーコードの利用を前提としたデータ

コードが定められているものの，コンテナターミナルや

船社では一般的に利用されていないため，新たにデータ

コードを定めた．具体的には，データ内容に応じて国際

コードの ISOコード，IMOコード， UN/LOCODEなどを

適用した．適切なコードが存在しない場合は，NEAL-

NETで定めたコードを適用した． 

 

(3) システム間連携技術 

NEAL-NET では，連携元システムが，連携先システム

から共有したいデータを呼び出す通信方法のアプリケー

ション間連携を用いた．具体的には SOAP（Simple Object 

Access Protocol）over HTTPS を用いたWebサービスである． 

 
 

4. 港湾物流情報の国際可視化システムの開発 

 

前章で述べたとおり，NEAL-NET では Web サービス

を用いたため，三ヵ国で一カ所にデータを集めていない．

このため，日中韓の港湾物流データを取得する手順（フ

ロー）は，ユーザーがユーザー認証を得た上で各国の基

盤システムに直接アクセスし，情報検索するという流れ

である．各国内の政府系基盤システムとして，日本は，

国土交通省が運営する国内主要港湾のコンテナ物流情報

を港湾物流事業者間で共有する Colins，韓国は，海洋水

産部（省）が運営する港湾物流情報を扱う SPIDC，中国

は，交通運輸部（省）が運営する物流情報プラットフォ

ームのLOGINKが用いられている． 

わが国が開発したシステムの内容を大別すると，シス

テム間連携機能として，ユーザー認証機能，および船舶

動静情報やコンテナ位置情報の提供機能，ならびにユー

ザーインターフェース機能として Web サイト構築の 3

つである．また，開発にあたっては，ハードウェアおよ

びソフトウェアにおける既存資産の活用，早期開発なら

びにユーザー利便性の観点から，Colins に開発機能を付

加することとした． 

以下では，日本のユーザーが，日本と韓国の情報を入

手する事例の場合のフロー（図-1）に沿って，開発した

内容を述べる．  

 

(1) ユーザー認証機能 

NEAL-NET では，セキュリティー確保の観点から，三

ヵ国によるユーザーの相互認証機能を設けた．相互認証

の仕組みは，まず各国のユーザーが，所属する各国の認

証機関から ID・パスワードを取得してトークンの発行

を受ける．次に，この ID とトークンを三ヵ国で相互認

証するという仕組みである．ID とトークンにより，各

国のいずれのシステムへもアクセスが可能となる．具体

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 日本のユーザーが韓国にアクセスする場合 
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的には以下のとおりである． 

a) ユーザー登録機能 

ユーザーからの NEAL-NET の登録申請に対して，メ

ールによりユーザーID・パスワードを通知する（図-1

の STEP 1）．  

b) トークン発行機能 

ユーザーが STEP 1 で得たユーザーID・パスワードを

元に行うトークン発行要求に対して，トークンを発行す

る（図-1の STEP 2）． 

c) トークン相互認証機能 

ユーザーは，認証機関から得たユーザーID およびト

ークンを使用して，各国のシステムに直接アクセスする．

アクセスを受けた各国システムが，ユーザーID および

トークンの有効性を発行国システムに確認することで相

互認証を行う（図-1の STEP 3）． 

上記 b), c)の認証機能の構築にあたっては，SAML

（Security Assertion Markup Language）の考え方をベースと

している．SAML は，インターネット上で ID やパスワ

ード等の認証情報を交換し，一度の認証情報の入力のみ

で複数のサイトにおいて認証を得る技術である 4)． 

 

(2) 船舶動静情報・コンテナ位置情報の提供機能 

(1)の認証後，ユーザーからの船舶動静情報・コンテ

ナ位置情報の検索要求に対して，結果を返す（図-1 の

STEP 4）．開発にあたっては，データフォーマットと同

様に，EPCISの考え方を適用した．  

 

(3) Webサイトの構築 

既存の Web サービス利用ユーザーに加えて，より多

くの日本の港湾物流関係者が NEAL-NET を利用可能と

なるよう， Web サイトを構築して一元的に情報提供す

る機能を構築した．この機能では，Web サイトによっ

て(1) b)および c)の機能が代行されるため，トークン発

行の概念すら知らなくても(2)の機能が利用可能となる．

検索結果画面を図-2に示す． 

 

 

5. 接続試験による検証 

 

日本においては，前述の通り，Colins を基幹システム

として，4.に示した内容を開発した．一方，韓国および

中国においても，自国のシステムの改修により，システ

ム連携機能を開発した．これら各国で行った開発に対し

て，接続試験を実施してシステムの検証を行った．  

 

(1) システム連携機能（ユーザー認証・情報提供機能） 

日本のシステムは問題なく稼働した．韓国のシステム

も軽微な修正があったものの，問題なく稼働した．中国

のシステムは，以下 2つの事項について，日韓と仕様が

異なることが判明した． 

・SOAP メッセージのヘッダー部分（SOAP の実装を行

うプロトコルに依存したヘッダー部分．プロトコルバイ

ンディングヘッダを示す）の仕様 

・Namespace（ローカルの要素や属性に対する名前空

間）の指定方法 

このため，日韓向けと中国向けで検索仕様を使い分け

ることとなった．上記の差異は，もともと 3国間の議論

の対象になっておらず，各国とも同じ設計であると想定

していた（思い込んでいた）ために発生した事象である． 

 

(2) データ検索結果 

 日本・韓国ともに，検索に対して適切な結果が入手で

きた．中国については，港によって，返答電文の差異，

データの欠落等がみられ，また，そもそもデータ取得が

できない港もみられた．そこで，送受信電文を解析した

ところ，図-1 の FI サーバと DB サーバとの間のシステ

ム構成が日本・韓国と異なることが推定された． 

 分析および各国へのヒアリングの結果，日本・韓国は

一カ所の DBサーバに国内の船舶動静・コンテナ位置情

報のデータが集約されているものの，中国は LOGINK

内に DBサーバが存在せず，各港の DBサーバと FIサー

バが直接通信する方法であることが判明した（図-3）． 

中国の FI サーバおよび認証サーバは(1)で示したとお

り稼働しているので，港によってデータレベルが異なる

原因は，各港湾の物流情報 DBサーバの稼働に問題があ

るためと推察される． 

 

 

6. 技術的観点からの考察 

 

開発および検証を通し，政府系港湾物流情報システム

を連携する際の技術的観点からの考察について，以下に

整理する． 

 

(1)  システム連携技術 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図-2  NEAL-NET検索結果画面（コンテナ位置情報） 
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一般的によく使われるシステム間連携技術を NEAL-

NET に当てはめて表-1 のとおり比較した．以下の点か

ら，政府系港湾物流情報の共有において，Web サービ

ス適用（アプリケーション連携）は有効と考えられる．  

・三ヵ国のデータを一カ所に集約する必要が無いため， 

データベースの構築・保有主体や費用負担割合に関する

議論が不要になり，国家間で対等なシステム連携を実施

することが可能である．  

・相手国のデータを保有する必要が無いため，保有に関

する取り扱いルールを策定する必要がない．また，デー

タ交換量が膨大になることもなく，共有国が増えた場合

にも対応しやすい． 

 

(2) システム構成 

Web サービスを用いることで，各国のシステム構成

を他国に合わせる必要がなく，各国ごとに自由度を持っ

た設計が可能となる．このため，中国のように大規模港

湾が多く存在し統一的な対応が難しいと考えられる国が

連携相手となる場合でも，Web サービスは有効である．

ただし，中国の事例に鑑みると，データ提供レベルの統

一や不具合の解消のためには，システム運用者（中国の

場合 LOGINK の運用者）が各港と個別に調整する必要

があるため，自国内の調整に労力と時間がかかる点は考

慮が必要である． 

 

(3) 議論対象外のインターフェース仕様への対応 

インターフェース仕様の議論対象になっておらず，各

国とも同じ設計になると想定される事項についても，で

きる限り詳細に各国間で予め確認することが必要である． 

 NEAL-NET では開発後に相違点が発見されたため，中

国側が日韓に合わせることができなかった．それでもシ

ステムは稼働しているものの，ユーザー利便性の観点か

らいえば，仕様は統一しておくことが望ましい． 

 

7. おわりに 

NEAL-NET は世界でも先進的な取組であり，また，現

在進行形のプロジェクトであり，今後も，機能拡張に伴

う開発が発生することが想定される．また，日中韓以外

の国との連携も検討されている． 

 世界の動向に注視しつつ，国際展開方策について更な

る検討を行っていきたい． 
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図-3  国によるシステム構成の違い 

表-1 システム連携技術およびNEAL-NETへ適用した場合の比較 
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け対応すればよい。

・システム改修が比較的容易かつ比較的安価に導
入可能。

NEAL-NETに適用
した場合の短所

・同一のデータベース又はディスクの構築・
保有主体、メンテ費用負担の検討が必要。
・データベースにアクセスするための物理的
な環境整備が必要。

・XML文を用いる場合、データ量に比
例してメッセージサイズが大きくなる。
・各国が連携のためのアプリケーショ
ンを開発することが必要。

・データ交換量が膨大になってしまう。
・連携国が増えていくと複雑になる。
・必要がないデータまで共有することになる。
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